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【要旨】 

我が国では、交通に支障を及ぼすことなくカーブ区間の路面のすべりやすさが計測可能な技術がなく、冬期の

路面状態とスリップ事故等の因果関係や対策効果の検証が十分に行えない。本研究では、カーブ区間対応型連続

路面すべり抵抗計測技術の導入可能性について机上検討した後、カーブ区間対応型連続路面すべり抵抗計測装置

を用いて様々な路面状態（例：乾燥路面・湿潤路面・圧雪路面等）やカーブ区間において既往機器との比較試験

を行い、CFT-C によるすべり計測データの再現性・信頼性等を検証した。また、実道での冬期路面すべり抵抗モ

ニタリングデータを他の道路データ等とマッチングし、他研究への活用可能性についても検討した。 
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1．はじめに  

北海道の国道では、冬期特有の冬型事故（スリッ

プ事故・視界不良事故・わだち事故等）の約 85％が

路面すべり抵抗と関連するスリップ事故である。ま

た、非市街地でのスリップ事故は、市街地に比べて

約 37％と少ないが、「その他単路（約 47％）」に次い

で「カーブ」がスリップ事故全体の約 30%を占めて

おり、致死率も市街地より高い 1）。そのため、道路

管理者は上記区間等において凍結防止剤散布や特殊

舗装敷設などのスリップ対策を恒常的および重点的

に行っている。しかし、カーブ区間でも交通に支障

を及ぼすことなく連続的に路面のすべり抵抗を計測

できる技術が確立されていないため、当該区間の路

面すべり抵抗データが殆どなく、路面状態とスリッ

プ事故の因果関係や各種対策効果の検証が十分に行

えていない。 

寒地土木研究所では、これまでに連続路面すべり

抵抗計測装置（Continuous Friction Tester、以下：CFT）

を導入し、路面すべり抵抗モニタリング結果を

WebGIS 上でリアルタイムに情報提供する他、様々

の分析が可能な「路面摩擦モニタリングシステム（特

許第 4665086 号）」を構築した。しかし、上記 CFT

は牽引車のステア角が一定以上になると、路面のす

べり抵抗を示す値の信頼性が低下するため、カーブ

区間では路面すべり抵抗を計測できない。 

近年、カーブ区間でも交通に支障を及ぼすことな

く路面のすべり抵抗を連続的に計測できる装置の開

発が進められている。我が国でも活用可能か否かを

検討することが望ましい。このような技術を導入で

きれば、維持管理データ、車両挙動データ等に加え

て、カーブ区間の詳細な路面すべり抵抗データが加

わることで、カーブ区間を含む全路線の交通事故や

各種対策効果に関する分析が大きく前進することが

期待される。そのため、寒地土木研究所では我が国

におけるカーブ区間の路面すべり抵抗計測技術の確

立を目指し、これまでの路面すべり抵抗計測技術の

特徴と課題、また、近年新たに開発されたカーブ区

間対応型 CFT（以下、CFT-C）と既往の計測機器と

の比較試験を行い、すべり計測データの再現性・信

頼性等を検証した。また、実道でのこれまでの冬期

路面すべり抵抗モニタリングデータを他のデータと

組み合わせ、他研究（例：費用対効果による冬期道

路管理水準の評価技術に関する研究等）への活用可

能性について検討した。本報では、当該研究におい

て得られた知見について述べる。 

 

2．路面のすべり抵抗計測技術について 

 路面のすべりやすさは、車両の挙動に直接的な影

響を及ぼすため、交通安全において重要な要素であ

る 2）。このような中、冬期道路管理を効果的・効率



的に行う上で、路面状態の把握は重要な要素と位置

付けられ、北欧諸国（フィンランド、ノルウェー、

スウェーデン等）では、既に路面のすべり摩擦係数

を指標として冬期道路管理に導入しており、これら

以外の国や機関においても路面すべり抵抗計測技術

に関する様々な研究開発がこれまでに行われている
3）。以下に、道路を走行中に計測可能な既往および

最近の路面すべり抵抗計測技術の開発動向について

調べた結果を記述する。 

 

2.1 制動停止距離による計測 

諸外国での冬期路面を対象としたすべり摩擦係数

の計測は、1940 年代に北欧で空港の滑走路の安全性

を確認するために開始された 4, 5)。計測方法は、砂を

搭載した大型トラックを時速 30km で走行させ、急

制動をかけて停止するまでの距離から路面のすべり

摩擦係数を算出するという方法である。しかし、急

制動が必要なため交通量の多い道路での使用に適さ

ないこと、制動区間を対象とした計測であるため路

線の路面状態を連続的に計測することができないこ

と、計測時における安全確保の観点からカーブ区間

での実施が難しいこと等が課題である。 

 

2.2 試験輪の制動による計測 

我が国では、路面状態の定量的な計測が可能な装

置として、フルロック式の路面すべり計測車

（Locked-Wheel Friction Tester、以下：LWFT）が挙

げられる（写真-1）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-1 路面すべり計測車 

 

LWFT は、通常の走行タイヤの他にすべり摩擦係

数を計測するための試験輪（第 5 輪）が設けられて

おり、我が国における路面のすべり摩擦係数の標準

計測装置として使用されている。計測方法は、試験

車を一定速度で走行させた状態で試験輪にのみフル

ロック制動を掛けることによって生じるタイヤと路

面の摩擦力（F）と試験輪に掛けられた荷重（W）

との関係からすべり摩擦係数（μ）を算出する。当

該計測方法は、ASTM（American Society for Testing 

and Materials）に規定された計測方法 5）に準拠して

おり、信頼性は高い。しかし、タイヤを制動した地

点のすべり摩擦係数の計測に限るため、区間によっ

て変化する路面のすべりやすさを連続的に計測でき

ない。また、直進時のみの計測しかできず、カーブ

区間の計測ができない。更に、LWFT は大型で非常

に高価なため、日本全国に数台しかなく、主に試験

研究目的での使用に留まっており、日常の冬期道路

管理における使用は難しい。 

 

2.3 加速度計による計測 

加速度計は、車両が急制動した場合に発生する加

速度（減速度）から路面のすべり摩擦係数を計算す

る装置である。スウェーデン、ノルウェー、フィン

ランド等では、冬期道路管理における路面のすべり

摩擦係数計測機器として使用されている（図-1）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 加速度計の外見（上）および計測方法（下） 

 

加速度計の長所としては、機器が安価で設置に際

し車両に特別な改造を必要としないことが挙げられ

る。半面、ブレーキ操作者および車両の違いによっ

て影響を受けること、交通量の多い道路での使用に

適さないこと（急制動が必要なため）、減速地点での

計測であること、道路勾配が計測値に影響を与える

こと等の短所もある。また、この減速による計測は

直線走行時に限られており、カーブ区間の計測がで

きない。 

 

2.4 タイヤ振動・車両挙動等による計測 

近年の車両には、走行状態を監視するセンサーや



電子制御装置が数多く搭載され、タイヤの振動、タ

イヤにかかる微細な荷重、車両の挙動等から路面状

態を判別する計測方法が確立しつつある。 

花塚ら 6）は、タイヤの振動が路面状態ごとに特徴

的な波形を示すことに着目し、タイヤの内面に張付

けた加速度センサーの接地面における加速度波形の

時系列及び周波数の特徴から連続的に路面状態（乾

燥、半湿、湿潤、シャーベット、積雪、圧雪、凍結）

を判別する手法を開発した。路面状態の評価は定性

的であるが、路面状態判定の的中率は 80%以上であ

ることが報告されており、今後の発展が期待される

技術である。なお、当該手法によるカーブ区間の路

面状態の判別可否や精度は不明である。 

鈴木ら 7）は、走行中の車両から速度、ABS（アン

チロックブレーキシステム）や TCS（トラクション

コントロールシステム）の作動情報、外気温などを

GPSデータと合わせて通信端末を経由してサーバー

に収集し、収集した情報の分析を行ってすべりやす

い箇所の抽出を行っている。前後車輪速度差からタ

イヤのスリップ率を計算してスリップ率の変化を

GPS で把握し、それらの関係から路面のすべりやす

い箇所を推定する手法である。スリップした場所の

履歴およびスリップしやすいと推定できる場所など

に関する情報がインターネット等に公開することで、

道路管理者・道路利用者への注意喚起や様々な運転

支援技術に活用すること等が考えられるが、本手法

によって抽出された箇所のすべり摩擦係数の計測に

よる検証等は見受けられず、今後の発展が期待され

る。 

 

2.5 タイヤのスリップ率による計測 

一般に、走行車両の対路面速度とタイヤの回転速

度に差がある場合をスリップ率のあるすべり摩擦状

態という。タイヤが自由に路面上を自由に転がって

いる場合、スリップ率は 0％であり、車輪がフルロッ

クされた状態はスリップ率 100％である。よって、

本章の 2 節で紹介した計測輪をフルロックさせる方

式はスリップ率 100％の計測に該当する。 

スリップ率を利用した方式には、スリップ率固定

方式とスリップ率変動方式の大きく 2 つの方式があ

り、スリップ率を固定させて計測する装置では、SFT

（Surface Friction Tester）（写真-2）や TWO（Traction 

Watcher One）（写真-3）が挙げられる。 

SFT は、車体の後部中心に設けられた計測輪です

べり摩擦係数を計測する装置であり、空港の滑走路 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-2 SFT を搭載した専用車両 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-3 牽引車後部に装着された TWO 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-4 ROAR の外見 

 

の路面管理に多く用いられている 8）。しかし、高価

な専用車両を用いること、特殊な専用タイヤを要す

ること、また、車体後部中心に計測輪が設けられて

いるため、通常の車両走行部のすべり摩擦係数を計

測できないといった短所がある。 

TWO の計測輪は 2 輪あり、1 つの車輪がもう 1 つ

の車輪より遅く回転し、遅く回転する車輪から発生

した抵抗力からすべり摩擦係数を計算する 9）。 

スリップ率変動方式では、ノルウェーで用いられ

ている ROAR（Road Analyzer and Recorder）（写真-4）

が例として挙げられる。当該装置は、スリップ率を

固定して計測することも変動させて計測することも



可能である。ROAR Mark III の利点は 20～130km/h

の間で計測できることであるが、装置の導入コスト

が著しく高いことが欠点である 10）。 

本節に述べた全装置共通の特徴として、カーブ区

間を含む路線の連続的な路面すべり抵抗が計測可能

であるという利点がある反面、試験輪には特殊な専

用タイヤを要することが欠点として挙げられる。 

 

2.6 横力による計測 

タイヤが進行方向と同一方向に回転している時に、

タイヤ面に直角方向に外力が働いた場合、タイヤの

接地面でこの力に抵抗する横力（SF）が働く（図-2）。

この横力と輪荷重の比から横すべり抵抗を算出する。

具体的には、計測輪（タイヤ）を進行方向に対して

一定の角度（SA）を与え、走行しながら計測輪にか

かる SF を計測する。SF による既往の代表的な計測

装置は、英国で開発された SCRIM（Sideway-force 

Routine Investigation Machine）がある 11）。SCRIM の

計測輪は、計測車両の前輪と後輪の間に設置されて

おり、計測輪の進行方向に対する SA は 20°で固定

されている。SCRIM の利点は、スリップ率を利用し

た計測方式と同様に連続計測が可能であるが、計測

輪にかかる大きな SF に対抗するため、計測車両の

車体が大きくなる他、計測部取付けのための本体補

強が大きくなり、結果として高額な計測車両になる

ことが欠点である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 横力による計測概念図 

 

近年、横力式による計測装置として市販されてい

るのが冒頭に述べた CFT である。CFT は、これまで

に米国の幾つかの州において道路巡回車や除雪・散

布車に取り付けられ、実務に導入・運用されてきた

実績がある。また、カナダ・オンタリオ州、スウェー

デンでも冬期道路管理への導入の検討・試行が進め

られている。寒地土木研究所では、我が国でも他の

装置と比較して容易かつ安価に入手でき、また冬期

路面管理の実務への活用が期待できるとして、この

CFT を 2006 年に導入した（写真-5）10)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-5 牽引車後部に連結された CFT 

 

CFT は、RV 型道路巡回車の後部に取り付け可能

な装置で、計測輪や車両に制動を掛ける必要がない

ため、走行しながら連続的に路面のすべり抵抗値を

計測することが可能であり、計測の際には特別な操

作（機器操作や走行速度維持等）を必要としないと

いう利点がある。また、市販のタイヤを試験輪に使

用しているため、国内での調達が容易である。計測

原理は、上記の SCRIM と似ているが、車両進行方

向に対する計測輪の角度が 1～2°程度と小さく、計

測輪に発生する微量な SF から路面のすべりやすさ

を算出するため、SCRIM と異なって大きな車体や大

規模な補強を必要としない。 

CFT で得られるすべり抵抗値は、HFN（Halliday 

Friction Number）と呼ばれ、装置開発者が独自に設

定した単位である。HFN は、装置に使用しているタ

イヤの溝や物性を考慮したアルゴリズムを介して算

出される。具体的には、計測輪が路面に接地してい

ない状態（無負荷状態）を HFN0 とし、乾燥した標

準舗装路面（路温：-17.8 ℃）において一定の速度

で走行した際に掛かる SF が HFN100 となるよう設

定されており、その間の路面状態（例：湿潤路面・

圧雪路面・氷膜路面）を 100 等分した HFN で表す。

なお、CFT によって得られた HFN と我が国の標準

機器であるLWFTから得られたμの間には良好な相

関関係があることを確認済みである 12）。しかし、

SCRIM・CFT 共通の欠点は、冒頭でも述べたように

装置搭載車のステア角が一定以上になるとすべり抵

抗値の信頼性が低下するため、カーブ区間では路面

のすべり抵抗を計測できない。 



 

2.7 非接触式センサーによる計測 

これまで紹介してきた計測装置は、路面とタイヤ

の接触から路面状態や路面のすべりやすさを評価す

る技術であったが、非接触式の光学式路面状態セン

サー等の研究開発の取り組みも進んでいる。光学式

路面状態センサーの利点は、路面との接触が不要で

あること、車両の運動に依存していないこと（停止

時やカーブ区間でも計測可能）、車両の改造を要しな

いこと等が挙げられる。 

Saarikivi ら 13）は、スリップ事故の多い地点や道路

管理者が見落としがちな地点を抽出する Cold Spot 

Project の一環として、車両に光学式路面状態セン

サーと路面温度センサーを設置した車両を用い、路

面の摩擦係数と路面温度のモニタリングを実施した。

本章の 5 節で紹介した TWO によるすべり摩擦係数

と比較した結果、良好な相関が得られ、これらのセ

ンサーを使用することで Cold Spot の検出が可能で

あると報告している。しかし，どのようなアルゴリ

ズムを用いて光学式路面状態センサーからすべり摩

擦係数を推定しているかが明らかにされていない。 

 

3. CFT-Cについて 

近年、ステア角の影響を受けることなく曲線半径

が 50m 程度のカーブ区間でも路面の HFN を連続的

に計測することが可能な CFT-C（写真-6）が開発さ

れた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-6 牽引車後部に連結された CFT-C 

 

CFT に関する既往知見、汎用性等を踏まえ、寒地土

木研究所では当該装置を試行的に導入し、我が国で

もカーブ区間における路面すべり抵抗の計測に活用

可能か否かについて検討した。 

CFT-C の基本仕様を表-2 に示す。CFT-C の左右端

部に位置する計測輪には、CFT と同様に進行方向に 

表-2 CFT-C の基本仕様 

 

 

対して内側に 1°程度のトー角が設けられており、

前進時に発生する両計測輪の SF から路面の平均

HFN を算出する。CFT-C は、計測時に計測輪や搭

載車両に制動を掛ける必要がなく、10～130km/h の

速度で走行しながら直線区間およびカーブ区間にお

いて連続的に路面の HFN を計測することが可能で

ある。以下に、既往のCFTと新たに開発されたCFT-C

の主な仕様の相違について列挙する。 

I. CFT の場合は、左側か右側のどちらか（日本で

は左側）に試験輪が設置されているが、CFT-C

は左右両端部に計測輪を有する。 

II. CFT-C の計測原理は CFT と同様であるが、値

は左右の計測輪から出力された 2 つの HFN の

平均 HFN である。  

III. CFT は、牽引車後部のシャシフレーム左右およ

び中心の 3 点に直接連結されており、牽引車と

CFT が一体となっている。そのため、カーブ区

間において牽引車のステア角が左右 14°以上

になると装置への影響が大きくなり、HFN の信

頼性が低下することからステア角が 14°以上

で計測された値は記録しないよう設定されて

いる。他方、CFT-C は牽引車後部のヒッチメン

バー中心にピボット付きプラグによって連結

されているため、牽引車のステア角が左右 14°

以上になっても装置への影響がなくカーブ区

間においても計測が可能である。 

 

4. 計測装置の検証 

4.1 試験道路における比較試験 

当研究期間中、寒地土木研究所所有の苫小牧寒地

試験道路において既往の計測装置（LWFT および

CFT）と CFT-C を用い、4 種類の路面状態において 



表-3 比較試験結果の統計量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-7 比較試験の実施状況 

 

CFT-C による出力データの特徴を把握するための比

較試験を行った（写真-7）。 

当該試験では、試験道路に乾燥路面、湿潤路面、

圧雪路面および氷膜路面を人工的に作製した。乾燥

路面は、細粒度ギャップアスコンで不純物等がない

舗装路面である。湿潤路面は、乾燥路面に水道水を

散水し 0.5～0.8mmの水膜ができた路面状態である。

圧雪路面は、舗装上に厚さ 10～15cm に雪を敷きな

らし、約 300 台の通過車両で踏み固めた路面状態で

ある。氷膜路面は、湿潤路面を凍結させた路面状態

である。各装置を備えた車両は、上記路面上を順次

走行し、区間内のすべり抵抗値を計測した。なお、

比較試験時の計測項目は、すべり抵抗値（0.1 秒間隔

のμおよび HFN）の他、計測速度、路面温度および

時刻とした。 

表-3 および図-3 に、平成 31 年 1 月に試験道路に

おいて行った各種路面毎の計測結果（統計量・箱ひ

げ図）を示す。なお、計測時の路面温度は-6.8℃～

6.6℃であった。この時の LWFT、CFT および CFT-C

の目標速度は、乾燥路面・湿潤路面および氷膜路面

において 40km/h とし、圧雪路面では路面の不陸（最 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3 路面状態別すべり抵抗値 

 

大 5cm）による車両の不安定な挙動を防ぐため目標

速度を 20km/h とした。 

各計測装置におけるすべり抵抗値は、LWFT の平

均値が 14.7（氷膜路面）から 74.3（乾燥路面）の範

囲、CFT の平均値が 48.7（氷膜路面）から 98.0（乾

燥路面）の範囲および CFT-C の平均値が 23.4（圧雪

路面）から 98.0（乾燥路面）、の範囲で推移した。以

上の結果から、計測装置間に変動幅に違いは見受け

られるが、既往の計測装置と同様に、CFT-C の計測

値は路面が露出している状態（乾燥路面・湿潤路面）

か雪氷路面（圧雪路面・氷膜路面）を明確に示して

おり、冬期路面状態の定量的な評価が可能であるこ

とを示した。ただし、これらの結果は試験道路にお

いて一定条件および限られたサンプル数であるため、

今後も様々な路面状態（例：新雪路面、シャーベッ

ト路面等）を踏まえ、更なるデータの蓄積と検証を

重ねることが望ましいと考える。 

 

計測装置
LWFT

（μ ×100）
CFT

（HFN)
CFT-C
（HFN)

LWFT
（μ ×100）

CFT
（HFN)

CFT-C
（HFN)

LWFT
（μ ×100）

CFT
（HFN)

CFT-C
（HFN)

LWFT
（μ ×100）

CFT
（HFN)

CFT-C
（HFN)

平均値 (AVE) 79.3 98.0 98.0 74.0 89.6 95.0 15.1 49.2 31.3 14.7 48.7 23.4

サンプル数 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30

標準偏差 (SD) 2.0 3.4 4.8 2.4 4.9 3.9 2.2 5.1 7.1 2.1 3.7 1.5

中央値 80 98 98 75 88 96 14 50 32 15 48 24

AVE + SD 81.3 101.5 102.8 76.4 94.5 98.9 17.3 54.4 38.4 16.8 52.4 25.0

AVE - SD 77.3 94.6 93.2 71.7 84.7 91.0 12.9 44.1 24.2 12.6 44.9 21.9

最大値 82.3 105.0 107.0 78.4 103.0 99.0 21.2 63.0 46.0 20.1 56.0 26.0

最小値 74.9 92.0 84.0 69.3 83.0 83.0 12.7 42.0 18.0 11.8 41.0 21.0

路面状態

乾燥路面 湿潤路面 圧雪路面 氷膜路面
条件



4.2 実道における計測試験 

当該研究で導入したCFT-Cを用いてカーブ区間に

おける路面のすべり抵抗計測を実道において行い、

CFT-C による直線およびカーブ区間における HFN

データの特性を調べた。写真-8 および図-4 に、平成

30 年 6 月に曲線半径＜300m のカーブが連続する札

幌圏内の一般国道 230 号山間部区間（KP35.0～37.0）

において計測した CFT および CFT-C の計測状況お

よび計測結果を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-8 カーブ区間における CFT-C の計測状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4 カーブ区間における CFT・CFT-C の計測結果 

 

当該区間計測時は、気温 25℃、晴れ、および路面

は乾燥状態であった。CFT（赤色線）の場合、直線

区間は概ね HFN60 以上を推移しているが、カーブ

区間では HFN が欠測していることが分かる。他方、

CFT-C（青色線）はカーブ区間を含む全区間におい

て CFT 同様に HFN60 以上を推移し、連続かつ安定

的に HFN が取得できることを示している。 

 

4.3 HFNデータの他研究への活用について 

本研究では、これまでに蓄積した冬期路面の HFN

データを他のデータ等と組み合わせ、今後 CFT-C に

よるカーブ区間のすべり抵抗モニタリング結果を含

む HFN データの他研究への活用可能性について検

討した。 

図-5 に、札幌圏内の一般国道 230 号における HFN

と冬期事故リスクの関係を示す。当該分析には、平

成 25年 11月から平成 26年3月の期間中に上記路線

の KP0～K45 の往復区間において計測した HFN

データ、同期間中・同区間内で発生した物損事故の

データおよび平成 22 年道路交通センサスの日交通

量を使用している。結果は、HFN の減少に伴い事故

リスクが増加する傾向にあり、圧雪路面・凍結路面

に相当する HFN30 時に最も事故リスクが高くなり、

乾燥路面（HFN80）の時の約 5 倍になることを示し

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5 HFN データの活用（HFN と事故率の関係） 

 

次いで、図-6 に札幌圏内の一般国道 231 号におけ

る HFN と計測車両の走行速度の関係を車線数毎に

示す。当該分析には、平成 29 年 11 月から平成 30

年 3 月の期間中に上記路線の KP0～KP19 の往復走

行（計 9 回）において計測した HFN データと試験

車両の走行速度を使用している。結果は、HFN の減

少に伴い走行速度も低下する傾向にあり、本傾向は

片側 2 車線区間および片側 1 車線区間でより明確に

なることを示している。片側 2 車線区間では、路面

凍結時（概ね HFN20 以下）における走行速度は 42 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6 HFN データの活用（HFN と走行速度の関係） 

 



km/h となり、路面乾燥時（概ね HFN80 以上）にお

ける走行速度と比較して 6km/h 程度低下しているこ

とが分かる。 

以上の結果から、冬期路面状態を定量的に示す

HFN データを活用することにより、冬期路面状態が

冬期交通事故リスクや冬期走行環境（走行速度）に

及ぼす影響を客観的に評価可能であることを確認し

た。今後、CFT-C を用いた冬期道路のすべり抵抗モ

ニタリングを行うことによってカーブ区間を含む

HFN データの取得が可能になり、直線区間・カーブ

区間を問わず、冬期路面状態とスリップ事故の因果

関係、冬期路面管理水準と走行速度の関係、各種対

策効果の評価等が可能になる。 

 

5. 今後の課題 

今後は、CFT-C を用いたカーブ区間を含む実道で

の計測試験を継続的に行い、当該装置によって計

測・蓄積した HFN データを活用した冬期交通事故

リスクマネジメント手法、冬期道路管理水準評価手

法の確立等に取り組む所存である。 
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In Japan, there is no technology that can measure the road surface friction in a curved section without 

hindering traffic. For this reason, it is not possible to sufficiently verify the causal relationship between the 

winter road surface condition and the wintry type traffic accident and the countermeasure effect. 

In this study, we examined the possibility of introducing a continuous roadway friction measurement 

technology that can be measured even in curved sections. After that, a Continuous Friction Tester for Curve 

(CFT-C) that can measure even in the curve section was introduced as a trial, and a series of comparison 

tests with existing equipment were performed on various road surface conditions (For example: dry surface, 

wet surface, icy surface, etc.) and curve section. The reproducibility and reliability of friction data by CFT-C 

were verified. In addition, winter road friction monitoring data on the actual road was matched with other 

road data, etc., and the friction data usability for other research and development was also examined. 
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